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Ⅰ「36協定届」が新しくなります  
4月1日より、36協定届が新様式になります。今回の改正内容は①36

協定届における押印・署名の廃止②36協定の協定当事者に関するチェ
ックボックスの新設の2点です。改定の詳細についてご紹介します。 
◆36協定届における押印・署名の廃止 
労働基準法施行規則等の改正により、使用者の記名は必要なものの、

押印および署名が不要になりました。ただし、労使で合意したうえで
労使双方の合意がされたことが明らかとなる方法（記名押印または署
名など）で36協定を締結する必要があります。 
◆36協定の協定当事者に関するチェックボックスの新設 
事業場における過半数労働組合又は過半数代表者である労働者代表に
関するチェックボックスが新設されます。この過半数代表者の選任に
ついては①管理監督者でないこと②投票、挙手等の方法で選出するこ
と③使用者の意向に基づいて選出された者でないことが必要です。 
◆新旧様式の届出の適用 
3月31日以前であれば4月1日以降の期間を定める協定であっても、原則
は旧様式を用います。新様式の使用も可能ですが、その場合は使用者
の記名押印または署名が必要となります。4月1日以降も当分の間は旧
様式を用いることもできます。その場合、①旧様式の押印欄を取り消
し線で削除②協定届・決議届には旧様式にチェックボックスの記載を
追記する、又はチェックボックスの記載を転機した紙の添付が必要と
なります。 
 

ⅡSDGsへの取組みについて検討しませんか？  
「経済・社会・環境の 3 つの側面において、持続可能な開発に取り

組んでいく」という世界規模での目標を掲げる SDGs ですが、日本では
中小企業への浸透の遅れが課題となっています。今回は SDGs への取組
のメリットについてご紹介します。 
◆取組みへのメリット 
SDGsへ取り組むことによって企業が得られるメリットはたくさんあり
ます。例えば人材の確保が挙げられます。就職情報会社が 2020 年に来
春卒業予定の大学生を対象に行った調査では、企業の社会貢献度の高

さが志望に影響を与えた面もあるようです。また、SDGs を通して組織
に一体感が生まれれば、従業員のモチベーションの向上も期待できま
す。ESD 投資の後押しにより、投資や資金援助が受けやすくなったりブ
ランドイメージが向上することによってビジネスのネットワークが広
がったりと、事業拡大に与える影響も大きいといえます。SDGsは、企
業価値を高めることにもつながります。中小企業でも、SDGs への取組

みが始まりつつあります。 
 
 連載コラムNo.5 

「給与計算で気をつけること」 
 意外と計算が大変な給与計算。しかし、給与から税金などを徴収
する義務を負う企業が給与計算を間違えるということは、結果とし
て正しい納税や保険料の納付ができていないことを意味します。労

働条件の中でも重要なポイントになる給与だけに、ルールを統一し
ておきましょう。 
◆給与計算で必要なことは？ 
給与計算の基本は基本給、時間外手当、役職手当等を合わせた「総

支給額」から社会保険料や税金等の「控除額」を差し引いた「差引
支給額」になります。従業員の給与は、年齢や経験、能力などによ
って総合的に評価して決めていきましょう。このとき給与規定を整

備しておくことが必要です。上記にあるように、給与計算は基本給
に時間外手当等を足した、「総支給額」から、社会保険料や税金な
どを控除する以外にも、欠勤や遅刻、早退した場合には欠勤控除と
して引くことがあります。これに加え、労働基準法により原則とし
て、1日8時間、1週間40時間を超えて労働させた場合には、①時間外
労働②深夜労働③休日労働のような、割増賃金を支払わなければな

りません。また、賃金が安全で確実に労働者に渡るよう、給与の支
払いに関して労働基準法では、○イ通貨払いの原則（現物支給は条件
が必要）○ロ直接払いの原則（代理人への支払いは不可）○ハ全額支払
いの原則（勝手な賃金カットは不可）○ニ毎月払いの原則○ホ一定期日
払い（第3月曜日などは不可）の5つの原則が定められています。 


